
居宅介護サービス事業所職員体制状況調書  (サービス種別ごとに作成記載)
	 サービス種別
	訪問介護・訪問入浴・訪問看護・訪問リハ・通所介護・通所リハ・
短期入所・短期入所療養・福祉用具貸与・福祉用具販売・
居宅介護支援　（該当する種別に○をつける）

	 設置主体（法人名）
	

	 事業所名
	

	 所 在 地
	

	 介護保険事業所番号
	

	 指定年月日
	  平成　 年　 月　 日（介護予防：平成　 年　 月　 日）

	 利用定員
	      　　　　人 (通所･短期入所系の事業所のみ記入)

	 従業者の職種･員数 (該当する職種のみ記入)

	
	
	管理者
	訪問介護員等
	介護職員
	看護職員
	生活相談員
	

	
	
	専従
	兼務
	専従
	兼務
	専従
	兼務
	専従
	兼務
	専従
	兼務
	

	
	 常勤（人）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 非常勤（人）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 常勤換算人数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	

	
	
	機能訓練指導員
	医師
	理学･作業療法士､言語聴覚士
	栄養士
	      

	
	
	専従
	兼務
	専従
	兼務
	専従
	兼務
	専従
	兼務
	

	
	 常勤（人）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 非常勤（人）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 常勤換算人数
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	

	
	
	福祉用具専門相談員
	介護支援専門員
	事業所合計(重複分を除く実人数)
	

	
	
	専従
	兼務
	専従
	兼務
	専従
	兼務
	専従･兼務計
	

	
	 常勤（人）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 非常勤（人）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 常勤換算人数
	
	
	
	
	
	
	
	

	

	 従業者の資格者数 （複数記載可）
　介護支援専門員　　人、介護福祉士　　人 (介護職員のうち介護福祉士の割合　   %･常勤換算による)、
　１級訪問介護員  　人、２級訪問介護員    人、看護師　　人、准看護師　　人、
　理学療法士　　人、作業療法士　　人、言語聴覚士　　人、管理栄養士　　人、
　栄養士　　人、福祉用具専門相談員　　人、その他（資格名　　　　　　 ）　　人

	 平均年齢 (管理者除く)
	　　　　歳  (うち訪問介護員等または介護職員の平均　  歳)

	 平均勤続年数 (管理者除く)
	 　　年　　月（うち常勤　 年　 月、非常勤 　年　 月）

	 平均年収 (本給･諸手当含む)
 ２０年１月～１２月分
	管理者　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　   円

	
	管理者除く従業者　常勤　　　　　 円、非常勤　　　　　 円 (うち訪問介護員等または介護職員の平均　常勤  　    円､非常勤 　 　   円)

	 平均年収 (本給･諸手当含む)
 ２１年１月～１２月分
	管理者　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　   円

	
	管理者除く従業者　常勤　　　　　 円、非常勤　　　　　 円 (うち訪問介護員等または介護職員の平均　常勤  　    円､非常勤 　 　   円)

	 従業者の採用・退職状況
（常勤職員のみ記入）
	 20年度　採用　　人、退職　　人 (うち定年退職者  人)
 21年度  採用　　人、退職　　人 (うち定年退職者  人)

	 介護職員処遇改善交付金の受給状況
	 受給している・受給していない（該当項目に○）


１　作成上の留意点
　(1)提出対象事業所  　埼玉県の指定を受けている事業所が対象です。
（さいたま市の指定事業所、市町村指定の事業所及び医療みなしは対象外です）
　(2)調書作成単位　　　サービス種別ごとに作成してください。
      　　　　　　　　（介護予防サービスは本体サービスに含めてください。
　　　　　　　　　　　　また、短期入所生活介護及び短期入所療養介護は単独型のみ作　成してください。）
　(3)記入基準日　　　　平成２２年４月１日現在の状況を記入してください。
２　記入上の留意点
　(1)常勤換算人数：「指定居宅サービス等の人数、設備及び運営に関する基準」第２条第７号を参照
　(2)専従・兼務の別：原則として一つのサービス種別の職務のみに従事する者を専従とし、それ以外の者は兼務としてください。
　(3) 介護職員のうち介護福祉士の割合：常勤換算方法により算出した数により算出してください。
　(4) 平均年収：勤続年数が１年未満の職員については、１２か月分（１年分）を計算した上で、事業所の平均年収を算出してください。
　　※計算例（①勤務１か月の場合、１か月の給与額×１２
　　　　　　　②勤務５か月の場合、５か月の給与額÷５×１２）
　(5) 採用退職状況：管理者を除く常勤職員の採用退職状況を記入してください。
　　　　　　 　　 20年度については、20年４月１日から21年３月３１日までの状況を
　　　　　　 　　 21年度については、21年４月１日から22年３月３１日までの状況を
　　　　　　  　　それぞれ記入してください。

